
NO. 研究開発項目 研究開発課題 研究責任者 概要 研究実施機関 備考

1
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

異分野融合によるイ
ノベーティブメンテ
ナンス技術の開発

石田 雅博
（(国研)土木研究所 構
造物メンテナンス研究
センター 橋梁構造研究
グループ 上席研究員）

橋梁・コンクリート構造物等の維持管理の合理化のため、医療用
や産業用の先端的な非破壊検査技術を多様な環境下にあるインフ
ラの現場へ導入できるよう、撤去された橋梁部材や維持管理の現
場での実証試験を実施し、健全性を診断する技術を開発する。

(国研)土木研究所、東京大学、(国研)理化学研究所

2
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

レーザー超音波可視
化探傷技術を利用し
た鋼橋の劣化診断技
術の開発

高坪 純治
（つくばテクノロジー
(株) 研究開発部 取締

役ＣＴＯ）

レーザー超音波可視化探傷法を利用して、鋼橋に発生するき裂や
腐食等の欠陥を、遠隔で効率的に検出できる非接触・非破壊の劣
化診断技術を開発し、点検精度の向上と点検作業の省力化・平易
化を両立させることを可能とした画期的な「レーザー超音波可視
化探傷技術を利用した鋼橋の劣化診断技術」の開発を行う。

つくばテクノロジー(株)、(国研)産業技術総合研究所、
(株)復建技術コンサルタント

平成28年度で契約終了。

3
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

インフラ劣化評価と
保全計画のための高
感度磁気非破壊検査

塚田 啓二
（岡山大学 大学院自然
科学研究科 教授）

先端生体磁気計測装置や先端金属資源電磁探査機器について、非
破壊検査装置への展開を行い、橋梁では鋼材やケーブルの内部あ
るいは裏面までの腐食・亀裂を、また、各種配管では内部の腐食
を高感度に検出、評価する技術を開発する。フィールド試験によ
る計測手法の評価とともに、腐食形状、大きさ求める解析手法に
よる総合評価を行い、インフラのメンテナンスマネジメントの指
針を確立する。

岡山大学、超電導センシング技術研究組合、(一財)発電
設備技術検査協会、九州大学

4
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

レーザーを活用した
高性能・非破壊劣化
インフラ診断技術の
研究開発

緑川 克美
（(国研)理化学研究所
光量子工学研究領域

領域長）

レーザーによる表面および内部診断計測技術を開発する。表面形
状計測では、周波数シフト帰還型レーザーを導入し、また内部観
測法では、これまでの機械的な打診にかわる3次元の高速内部状
態計測技術を開発する。 これにより、トンネル表面の亀裂、ひ
び割れや内部欠陥の高速検出、トンネル・橋梁等の変形を正確に
把握するとともに、これらのデータを３次元イメージ化し、予測
診断を含めた計画的なインフラ保守保全に資する。

(国研)理化学研究所、(国研)量子科学技術研究開発機
構,(公財)レーザー技術総合研究所

5
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

舗装と盛土構造の点
検・診断自動化技術
の開発

八嶋　厚
 岐阜大学　工学部社会

基盤工学科　教授

本課題は、道路の舗装面から盛土深部に至るまでの健全性評価を
迅速、定期的、安価に実施できるシステムに関するものである。
本課題では、既に開発した２次元表面波探査の自動計測装置の高
度化と牽引式電気探査を融合することで全く新しい自動化診断技
術を開発し、現場での実証を行う。

岐阜大学、（公財）岐阜県建設研究センター、（株）セ
ロリ

平成28年度で終了。

6
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

コンクリート内部の
鉄筋腐食検査装置の
開発

生嶋　健司
 東京農工大学　大学院
工学研究院　先端物理
工学部門　准教授

本課題は、超音波を利用した新しい磁気測定法（ＡＳＥＭ法（音
響誘起電磁法））によりコンクリート内の鉄筋腐食状態を検知
し、橋梁インフラの予防保全に貢献する非破壊検査装置に関する
ものである。本課題では、ＡＳＥＭ応答と鉄筋腐食との相関を定
量化し、現場検証可能な専用計測システムの開発を行う。

東京農工大学、（株）IHI検査計測、本多電子（株） 平成28年度で終了。

7
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

コンクリート内部を
可視化する後方散乱X
線装置の開発

豊川　弘之
 (国研)産業技術総合研
究所　計測フロンティ
ア研究部門　研究グ

ループ長

本課題は、橋梁やトンネルなどの劣化・損傷に起因する大事故を
未然に防ぐため、放射線計測と電子加速器分野の最新技術を使っ
た検査技術に関するものである。本課題では、Ｘ線の利点である
高精細画像と、電磁波レーダーの利点である片側アクセシビリ
ティの簡便性を併せ持つ後方散乱Ｘ線イメージング装置につい
て、高エネルギー小型Ｘ線発生装置と検出器を開発するととも
に、それらをロボットアームに搭載するシステム開発を行う。

(国研)産業技術総合研究所、（株）BEAMX、名古屋大学 平成28年度で終了。

8
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

インフラモニタリン
グのための振動可視
化レーダーの開発

能美　仁
 アルウェットテクノロ
ジー(株）　代表取締役

本課題は、最新レーダー技術を用いて交通を遮断することなく遠
隔地から橋梁等の計測が行える安全、迅速なモニタリング計測に
関するものである。本課題では、マイクロ波を照射して観測対象
のレーダ画像を取得すると同時に各部分の微小振動を計測できる
振動可視化レーダ技術を開発し、さらに計測したインフラ構造物
の振動データから固有振動を求めるソフトウエアの開発も行う。

アルウェットテクノロジー(株）、早稲田大学、東京大
学、埼玉大学

平成28年度で終了。

平成２９年度　戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）「インフラ維持管理・更新・マネジメント技術」実施体制 参考資料３



9
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

高速走行型非接触
レーダーによるトン
ネル覆工の内部欠陥
点検技術と統合型診
断システムの開発

安田 亨
（パシフィックコンサ
ルタンツ(株) 技師長）

高速走行型非接触レーダーによる覆工コンクリートの内部欠陥の
点検技術開発に取り組む。また変状をレーザー計測による3次元
位置情報と同期し、空洞や内部欠陥を含む高精度な変状図を3次
元可視化技術によってデータベース化するとともに、健全性を総
合的に評価できる統合型診断システムの開発を行う。

パシフィックコンサルタンツ(株)、(株)ウォールナッ
ト、iシステムリサーチ(株)、(株)三英技研、(株)フォー
ラムエイト

平成28年度で終了。

10
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

高感度近赤外分光を
用いたインフラの遠
隔診断技術の研究開
発

津野 和宏
（首都高技術(株) 技術
部 構造技術課 次長）

コンクリート表面の中性化、塩分濃度、水分の存在を３m以上離
れた遠方から短時間で取得でき、画像化できる高感度近赤外分光
技術を用いたインフラの遠隔診断技術の開発を行う。

首都高技術(株)、（国研）産業技術総合研究所、富士電
機(株)、住友電気工業(株)、東北大学

平成28年度で契約終了。

11
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

学習型打音解析技術
の研究開発

村川 正宏
（（国研）産業技術総
合研究所 人工知能研究
センター　人工知能応
用研究チーム　研究

チーム長）

インフラ老朽化に伴い急激に増大する点検作業に対し、点検員の
技術に左右されず正確に損傷の検出が可能な打音検査技術を開発
する。打音と内部の損傷程度を関連づけたデータベースを作成
し、実際の打音から構造物内部の状況を把握できる解析システム
を開発するとともに、現場で使用する打音装置と、検査結果を現
場で損傷推定マップとして表示できるタブレット表示装置も開発
する。

(国研)産業技術総合研究所、首都高技術(株)、東日本高
速道路(株)、(株)テクニー、(株)ネクスコ・エンジニア
リング東北

12
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

ラジコンボートを用
いた港湾構造物の点
検・診断システムの
研究開発

小笠原　哲也
 （五洋建設（株）　技
術研究所　土木技術開
発部　土木材料チーム

担当部長）

本システムは操縦用カメラおよび点検撮影用カメラを搭載した無
人のラジコンボート本体と、桟橋上部で操作する操縦部分および
撮影したデータおよび関連情報のデータベース化と演算処理を行
う劣化診断処理部分から構成される。また画像および関連情報の
データベース化と劣化の経時的変化をCIMにより一元管理し、さ
らに自動で部材劣化診断から構造物全体の劣化診断までを行う専
用ソフトウェアを開発する。最終的にはラジコンボートによる点
検・調査システムと自動劣化診断ソフトウェアを組み合わせ、総
合的な維持管理システムを構築する。

五洋建設（株） 平成28年度で終了。

13
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

空洞及び裏込沈下調
査におけるチャープ
レーダ等特殊ＧＰＲ
装置の研究開発

山田　茂治
（川崎地質（株）　事
業本部保全部　技術部

長）

空洞探知並びに探査可能深度に優れたチャープ方式を利用した車
両牽引式地中レーダ探査システム及び鉄筋コンクリートエプロン
直下の空洞探知に優れたインパルス方式のマルチチャンネル地中
レーダシステムによる併用調査システムを提案し、矢板式係船岸
において発生する土中空洞や重力式係船岸における裏込材又は裏
埋材の沈下やエプロン直下の空洞を検知把握できることを現場検
証で確認する。

川崎地質（株）、中日本航空（株） 平成28年度で終了。

14
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

衛星及びソナーを利
用した港湾施設のモ
ニタリングシステム
の構築の研究開発

西畑　剛
（五洋建設（株）　技
術研究所　担当部長）

衛星と水中ソナーを用い、港湾施設の沈下や変状を広域かつ詳細
にモニタリングする手法を開発するため、①港湾施設全体の構造
物の変状を広域観測可能なALOS-2等合成開口レーダによる衛星画
像から抽出する技術と、②高精度水中ソナーによる水中部の港湾
構造物の変状（基礎の洗掘や消波ブロックの沈下など）も含め構
造物全体の詳細な変状計測技術を開発し、効率的で低廉なモニタ
リング手法を開発する。

五洋建設（株）、（国研）宇宙航空研究開発機構

15
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

地上設置型合成開口
レーダおよびアレイ
型イメージングレー
ダを用いたモニタリ
ング

佐藤　源之
（東北大学　東北アジ
ア研究センター　教

授）

広範囲にわたる対象域を地上設置型合成開口レーダ（GB-SAR）で
数分ごとに計測し、異状がある可能性のある位置を特定した上で
精査のためのアレイ型イメージングレーダ（アレイ型GPR）を併
用して内部構造を検査する。GB-SARに関しては最適な周波数、偏
波利用、設置場所等に関する検証を行い最適な計測手法を確立す
る。アレイ型GPRに関してはマルチスタック型のレーダを利用し
て、舗装体内部の損傷などに起因する微弱な信号を検知可能なこ
とを実証する。

東北大学、（国研）情報通信研究機構

18
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

空港管理車両を活用
した簡易舗装点検シ
ステムの研究開発

石川　雄章
（東京大学大学院　情
報学環　特任教授）

空港舗装路面簡易計測及び変状識別システムを開発し、それらを
用いた空港全体の劣化状態の分布や舗装路面状態の経時変化等が
確認できるモニタリングシステムを開発する。また、取得した
データを活用して、路面状態に関する時間的、空間的な変状の傾
向や規則性等を分析するとともに、本成果を活用した業務の効率
化や既存システムとの連携の可能性について検討を行う。こうし
た研究開発と実証評価を通じて、点検業務の高度化/効率化と見
落としの防止及び変状の正確な把握を同時に実現する。

東京大学、パシフィックコンサルタンツ（株）、（株）
ソーシャル・キャピタル・デザイン



19
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

衛星SARによる地盤お
よび構造物の変状を
広域かつ早期に検知
する変位モニタリン
グ手法の開発

金銅　将史
（国土交通省　国土技
術政策総合研究所　河
川研究部　大規模河川
構造物研究室長）

平常時および災害時の構造物の変位モニタリングにも衛星SARの
特長を活用し、構造物と地盤の変位を一括してモニタリングする
技術開発を実施し、さらに衛星SARを主とした測量・GPS等も融合
した効率的な手法を開発し、広域性・信頼性・即時性の高い効率
的な変位モニタリング手法の研究開発を行う。

国土交通省　国土技術政策総合研究所

20
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

ALB（航空レーザ測深
機）による洗掘状況
の把握

坂下　裕明
（（株）パスコ 技術統
括本部　本社技術部

顧問）

航空機に水中地形を計測できるレーザ測距装置を搭載して上空か
ら下部工基礎付近の河床地形を計測することにより、下部工基礎
の洗掘の状況を把握する技術の実証を行う。

（株）パスコ 平成27年度で終了。

21
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

振動モード解析に基
づく橋梁の性能評価
システムの開発

川合　忠雄
（大阪市立大学　工学

研究科　教授）

加速度と傾斜角が計測可能なセンサにより、橋脚の振動及び傾き
を計測することにより、橋脚の振動モードと傾き角から下部工基
礎の洗掘の状況を把握する技術の実証を行う。

大阪市立大学、IMV（株） 平成28年度で契約終了。

22
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

橋梁点検ロボットカ
メラ等機器を用いた
モニタリングシステ
ムの創生

藤原　保久
（三井住友建設（株）
土木本部　土木リ

ニューアル推進室　室
長）

支承部及び桁端部の近接目視が困難な部位に、高機能カメラ又は
レーザースキャナを視準可能な位置に近づけることで、画像又は
反射時間を取得し、ひび割れ等の経年変化を計測することによ
り、コンクリート橋における支承部及び桁端部等の劣化状況を把
握する技術の実証を行う。

三井住友建設（株）、（株）日立産業制御ソリューショ
ンズ

23
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

画像解析技術を用い
た遠方からの床版ひ
び割れ定量評価シス
テムの構築

堀口　賢一
（大成建設（株）　技
術センター　土木技術
研究所　土木構工法研
究室　主任研究員）

無人飛行機にカメラ等を積載して床板に近づき、高所並びに狭隘
部の画像を撮影し、遊離石灰や豆板などの平面的な損傷を抽出す
るとともに、撮影場所で迅速に解析することにより、床板ひびわ
れの劣化状況を把握する技術の実証を行う。

大成建設（株）

24
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

省電力化を図ったワ
イアレスセンサによ
る橋梁の継続的遠隔
モニタリングシステ
ムの現場実証

西田　秀志
（オムロンソーシアル
ソリューションズ
（株）　主査）

衛星に搭載されたレーダを用いて、定期的に取得したデータを解
析することにより、地表にある橋梁等の人工構造物の変位の割合
を高精度かつ高効率で計測する技術の実証を行う。

オムロンソーシアルソリューションズ（株）、東京工業
大学

25
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

高精度かつ高効率で
人工構造物の経年変
位をモニタリングす
る技術

村田　稔
（日本電気（株）　電
波・誘導事業部　主席

技師長）

衛星に搭載されたレーダを用いて、定期的に取得したデータを解
析することにより、地表にある橋梁等の人工構造物の変位の割合
を高精度かつ高効率で計測する技術の実証を行う。

日本電気（株）、（株）大林組 平成27年度で終了。

26
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

傾斜センサー付き打
込み式水位計による
表層崩壊の予測・検
知方法の実証試験

荘司　泰敬
（応用地質（株）　計
測システム事業部　事

業部長）

表層崩壊の予測に必要な間隙水圧の測定と表層崩壊の検知に必要
な傾斜センサー等の両方の機能を兼ね備えた機器を用いた技術の
実証を行う。

応用地質（株） 平成28年度で終了。

27
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

多点傾斜変位と土壌
水分の常時監視によ
る斜面崩壊早期警報
システム

王　林
（中央開発（株）　技
術センター　技術開発
室　技術開発部長）

個別の斜面の変状を効率よく的確に把握するため、斜面の表層に
挿した鋼棒の傾斜角度を傾斜センサーを活用して多点計測するこ
とにより、斜面崩壊前の予兆現象を捉える技術の実証を行う。

中央開発（株） 平成28年度で終了。

28
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

大型除草機械による
モグラ（小動物）穴
の面的検出システム

鈴木　清
（朝日航洋（株）　東
京空情支社　商品化推
進室　主任技師）

大型除草機械にモグラ穴を検出するための計測機器を設置し、除
草後に地表に近い位置で地表面の地形や温度等を計測することに
より、堤体等の外観の変状を把握する技術の実証を行う。

朝日航洋（株） 平成28年度で終了。

29
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

比抵抗による堤体内
滞水状態モニタリン
グ

斎藤　秀樹
（応用地質（株）　技
術本部　技師長室　技

師長）

牽引式電気探査、表面波探査等の物理探査及び比抵抗モニタリン
グの組み合わせにより、監視箇所の抽出・絞り込みを行うととも
に、出水時の漏水・浸透状況を監視し、漏水、侵食等の出水時に
おける変状発生を把握する技術の実証を行う。

応用地質（株） 平成28年度で終了。



30
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

河川堤防の変状検知
等モニタリングシス
テムの技術研究開発

佐古　俊介
（（一財）国土技術研
究センター　河川政策
グループ　堤防技術
チームリーダー）

光ファイバセンサや加速度計を内蔵した侵食センサを用いて、す
べり破壊等の堤防の変形及び堤体や高水敷の侵食・洗掘等の変形
を計測する技術の実証を行う。また、本技術で堤防の変形状況の
計測を行い、浸透現象に伴う堤防の微細な変形から、堤防の内部
の浸透状況を把握することにより、堤防の外観の変状から内部で
発生している変状を推測する技術の実証を行う。

（一財）国土技術研究センター、（特非）光ファイバセ
ンシング振興協会、坂田電機（株）、（株）キタック

平成28年度で契約終了。

31
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

衛星観測を活用した
河川堤防モニタリン
グの効率化

片山　毅
（（一社）国際建設技
術協会　研究第二部

主任研究員）

ＳＡＲ干渉技術を適用し、複数の衛星データによる時系列解析か
ら河川堤防の変位を効率的に把握する技術の実証を行う。

（一社）国際建設技術協会、（国研）宇宙航空研究開発
機構、パシフィックコンサルタンツ（株）

32
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

物理探査と地下水観
測技術を活用した堤
防内部状態のモニタ
リングシステム

新清　晃
（応用地質（株）　東
京支社　技術部　部長

代理）

牽引式電気探査、表面波探査等の物理探査技術及び打ち込み式水
位観測井による堤体内水位観測方法等の技術に、裏のり尻部の局
所動水勾配観測装置を加えた堤防内部状態のモニタリングシステ
ムを用いて、危険箇所を絞り込み、出水時の浸透状況をリアルタ
イムで監視し、堤防内部の状態の変化を把握する技術の実証を行
う。

応用地質（株） 平成28年度で終了。

33
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

モニタリング技術の
活用による維持管理
業務の高度化・効率
化

本間　淳史
（東日本高速道路

（株）　建設・技術本
部　技術・環境部　構

造技術課長）

管理者のニーズを踏まえ、管理水準やモニタリングに求められる
性能を明確化するとともに、管理水準に応じたモニタリングレベ
ルを設定するため、計測したデータと劣化・損傷の関係性等を明
らかとする試験桁等の室内載荷試験及び高速道路や国道での現場
実証の結果から、維持管理レベルに応じたモニタリングシステム
の総合的な適用性の評価・検証を行う。

モニタリングシステム技術研究組合

34
（１）点検・モニタ
リング・診断技術の
研究開発

IT等を活用した社会
資本の維持管理（点
検・診断）

国土交通省

【平成29年度の内容】
国土交通省が実施している公共工事等における新技術活用システ
ムに準じた、『評価』を行い、国が管理する道路・河川等の維持
管理に必要な要求性能を満たしているかSIP以外の他の類似技術
と比較してどのような点で優れているかについて、比較表の作
成・公表（データベース化）を行う。

【以下は平成26～28年度の内容】
現場で求められる性能要件に基づいた技術について公募、現場等
での検証を通し、「良い点」や「改善が求められる点」等を明確
にすることで、新たな技術の特性を明確化。
（技術テーマ）
・目視困難な水中部にある鋼構造物の腐食や損傷等を非破壊で検
出可能な技術
・上塗り塗装施工したままで可能な溶接部の亀裂、劣化調査技術
実施内容
・表面に凹凸(おうとつ)がある護岸背面の空洞化を調査する技術
・鉄筋コンクリートならびにプレストレストコンクリートのかぶ
り部における塩化物イオン含有量の非破壊、微破壊調査が可能な
技術
・新素材繊維接着工(コンクリート剥落対策技術)　　　等

国土交通省

35
（２）構造材料・劣
化機構・補修・補強
技術の研究開発

インフラ構造材料研
究拠点の構築による
構造物劣化機構の解
明と効率的維持管理
技術の開発

土谷 浩一
（(国研)物質・材料研
究機構 構造材料研究拠

点　拠点長）

インフラ構造物の高精度余寿命診断と計画的かつ低コストな補
修・補強を可能にするために、産業界・大学・関連研究機関が連
携する研究拠点を構築し、鉄筋コンクリート構造物の損傷劣化機
構の解明と補修材料の開発を中心とした研究を行う。腐食ひび割
れと腐食量の関係に基づいた比較的簡易な性能評価手法の利点を
活かし、地方自治体等の管理団体での優先度診断に資する技術の
開発と長寿命化も含めた低コストな補修法の確立を目指す。

(国研)物質・材料研究機構、京都大学、東京工業大学



36
（２）構造材料・劣
化機構・補修・補強
技術の研究開発

構造物の状態を高度
可視化するハイブ
リッド応力発光材料
の研究開発

徐 超男
（(国研)産業技術総合
研究所 エレクトロニク
ス・製造領域　製造技
術研究部門　総括研究

主幹）

自己発光によって様々な構造物の破壊予兆と劣化進展を、オンサ
イト・オンタイムに可視化する機能（セルフ・リポート機能）を
実現可能なハイブリッド応力発光材料を開発し、構造物の高度安
全安心化を目指す。具体的には、結晶制御による高感度化、波長
制御による多色化・定量標準化・視認性向上、ハイブリッド化に
よる高効率性・多機能性の発現、さらに他分野との連携によるイ
ンフラ構造物の劣化検出・診断の実証を目指す。

(国研)産業技術総合研究所 平成28年度で契約終了。

37
（２）構造材料・劣
化機構・補修・補強
技術の研究開発

鋼構造物の腐食によ
る劣化損傷の新溶射
材による補修技術の
研究開発

東 健司
（大阪府立大学 工学研

究科 教授）

金属溶射のみで、腐食環境の厳しい塩害地域で100年間の長期間
に耐えることができ、その後の塗り替え塗装など定期的な補修作
業を必要としない防食性能の高い金属溶射材料を開発すること
で、溶射皮膜の膜厚の薄膜化および溶射後の塗装工程の省略を実
現し、従来より低コストで施工可能な補修技術を開発し、メンテ
ナンスフリーな防食溶射技術を確立する。

大阪府立大学、コーケン・テクノ(株)、カンメタエンジ
ニアリング(株)、大阪府立産業技術総合研究所、大阪府
立大学工業高等専門学校

平成28年度で契約終了。

38
（２）構造材料・劣
化機構・補修・補強
技術の研究開発

超耐久性コンクリー
トを用いたプレキャ
スト部材の製品化の
ための研究開発

綾野 克紀
（岡山大学大学院 環境
生命科学研究科 教授）

劣化要因が明確な部材の取替え工事において、既設部材よりも確
実に高い耐久性を保証するプレキャスト部材の製品化を行う。

岡山大学、オリエンタル白石(株)、ランデス(株)、ＪＦ
Ｅスチール(株)、北海道大学、東北大学、岩手大学、清
水建設（株）、公益社団法人土木学会

39 （３）情報・通信技
術の研究開発

インフラ予防保全の
ための大規模センサ
情報統合に基づく路
面・橋梁スクリーニ
ング技術の研究開発
と社会実装

家入 正隆
（JIPテクノサイエンス
(株) 取締役 インフラ
ソリューション事業部

長）

急速な老朽化が進むインフラに対して、予防保全による維持管理
技術の確立は喫緊の課題である。本研究開発では橋梁と舗装に着
目し、センシングデータの多量収集技術、統合的データ管理・分
析技術の基礎研究を行い、事故リスクの高いインフラを、確実か
つ効率的に絞り込むためのスクリーニング技術に関する研究開発
を行う。

JIPテクノサイエンス(株)、東京大学

40 （３）情報・通信技
術の研究開発

社会インフラ（地下
構造物）のセンシン
グデータ収集・伝送
技術及び処理技術の
研究開発

吉野 修一
（日本電信電話(株)
NTT未来ねっと研究所
ワイヤレスシステムイ
ノベーション研究部

部長）

通信環境が過酷な地下構造物（上水道管など）のモニタリング
を、無線通信を利用して収集、蓄積したデータを活用することで
実現し、信頼性の高い予防保全に向けたデータ収集・処理技術を
確立し、実証実験を通じて普及を目指す。
具体的には、異なる周波数帯による省電力な無線待受起動法、伝
搬モデル化と環境推定による無線通信の最適化を行うとともに、
時系列データを活用した微細変化の検知、多様な管路等への対応
を行う。

日本電信電話(株)、NTTアドバンステクノロジ(株)、首都
大学東京、フジテコム（株）

41 （３）情報・通信技
術の研究開発

インフラセンシング
データの統合的デー
タマネジメント基盤
の研究開発

安達 淳
（国立情報学研究所 副

所長 教授）

橋梁等のインフラ構造物の維持管理・更新・補修などに関わる膨
大な情報の利活用を促進する一環として、多種多様なセンシング
データを統合的に捉えるように処置、蓄積、解析するためのデー
タマネジメント基盤の研究開発を目的とする。そのため、極めて
高精度な時刻測定を可能とするチップスケール原子時計をセン
サー技術に応用開発するとともに、センシングデータが示す特徴
を集約し、可視化することで専門家による異常検知・劣化検出を
支援するデータ解析・可視化システム技術を研究開発する。

国立情報学研究所、北海道大学、筑波技術大学、長岡技
術科学大学、(株)NTTデータ、セコム(株)

42 （３）情報・通信技
術の研究開発

高度なインフラ・マ
ネジメントを実現す
る多種多様なデータ
の処理・蓄積・解
析・応用技術の開発

上田　功
（東日本高速道路(株)
管理事業本部 SMH推進
チーム チームリー

ダー）

センサデータの効率的な活用や蓄積を可能とするため、データの
クレンジングやアノテーション等の加工技術の開発を行うととも
に、これらのデータや多種多様なインフラ管理等の膨大なデータ
を一元的に管理するデータベース（DB)を開発する。また、これ
ら大規模DBを地方公共団体等が道路管理業務で容易に活用するた
めの実用的なユーザインタフェースを開発し、さらにインフラ維
持管理に関するデータの提供・共有に向けた情報システム、手
順、体制等も開発する。

東日本高速道路(株)、(株)横須賀テレコムリサーチパー
ク、(株)ソーシャル・キャピタル・デザイン、(株)ネク
スコ東日本エンジニアリング、大阪大学、北海道大学

43 （３）情報・通信技
術の研究開発

インフラ維持管理・
更新に関する多種多
様なデータの蓄積・
管理・活用技術の研
究開発

鯨井 俊宏
（(株)日立製作所　情
報・通信システム社 公
共システム事業部 公共
イノベーション事業推
進本部 公共ビジネス推

進部 主任技師）

社会インフラから取得した各種センサデータと、その解析結果・
統計値等の多様なデータを社会インフラ構造物と時間・空間的に
対応付けるインデックス技術を開発する。さらに、センサデータ
を時間・空間的に分散配置し高速にインデックスを作成する分散
処理技術と、インデックスを活用した正確・高速で柔軟な検索技
術を備えたデータベースを構築する。

(株)日立製作所 平成27年度で契約終了。



44 （４）ロボット技術
の研究開発

柔軟静電吸着装置を
搭載した半自律飛行
マルチコプタによる
インフラ構造物点検
システムの開発

長谷川 忠大
（芝浦工業大学 工学部
電気工学科 教授）

従来の吸着技術の課題を解決した、柔軟な静電吸着装置を開発す
ることにより、半自律飛行マルチコプタが操縦・自律を切り替え
て点検箇所まで飛行し、飛行状態から静電吸着装置を利用して壁
面に吸着・静態して、カメラによる近接撮影を実施する壁面検査
システムを実現する。これにより、ロボティクス技術を用いた点
検システムの推進に貢献する。

芝浦工業大学 平成28年度で契約終了。

45 （４）ロボット技術
の研究開発

マルチコプターによ
る計測データ解析に
基づく異常診断技術
の研究開発

福田 敏男
（名城大学 理工学部

教授）

打音・目視点検機能を搭載した4つのロータを有するマルチコプ
ターをベースとしながら、胴体部を稼働できる形の可変機構を搭
載したマルチコプターを開発する。また、動きのある画像列に対
する点検用全焦点画像生成アルゴリズムの適用により、外乱によ
る影響がある中でも安定した打音・目視診断技術を開発し、マル
チコプターによる計測データ解析に基づく異常診断の実現を目指
す。

名城大学、オキノ工業(株)

46 （４）ロボット技術
の研究開発

人体計測技術を用い
た直感的な遠隔操作
型ロボットの開発

菅野 重樹
（早稲田大学 理工学術

院 教授）

バーチャルリアリティー環境内にて、シミュレートされたロボッ
トを操作している人の各関節の3次元位置、視線、脳機能を解
析・モデリングし、人間の筋骨格や認知特性を踏まえてロボット
の構造決定や制御設計に活かし、直感的に操作可能な遠隔操作ロ
ボットの設計手法を構築する。

早稲田大学、千葉大学

47 （４）ロボット技術
の研究開発

自在適応桁で支えら
れる橋梁点検ロボッ
トシステムの研究開
発

広瀬 茂男
（(株)ハイボット 代表

取締役会長）

橋梁の両側側面に置かれた小型支持車両から、伸展アームを有す
る点検ロボットを取り付けた水平ロッドをワイヤで吊り下げ、連
結された水平ロッドに沿って伸展アームを有する点検ロボットを
移動させ、添架物を自動的に避けながら橋梁表面にカメラや打音
装置を圧接移動させ、連続的に点検作業をする橋梁点検ロボット
システムを開発する。

(株)ハイボット、(株)建設技術研究所、東京工業大学

48 （４）ロボット技術
の研究開発

橋梁・トンネル点検
用打音検査飛行ロ
ボットシステムの研
究開発

西沢 俊広
（日本電気(株) 未来都
市づくり推進本部 マ

ネージャー）

打音検査を自動的に実現する橋梁・トンネル点検用打音検査飛行
ロボットシステムの研究開発を行う。GPS非親和環境においても
自動で飛行・移動しつつ打検対象箇所を目視等により確認し、そ
こに打検機の打撃部を確実に定置できる小型軽量マルチローター
ヘリをプラットフォームとし、打音データと橋梁下部・トンネル
内等打音位置とのマッピング機能を有する打音検査システムを実
現する。

日本電気(株)、(株)自律制御システム研究所、（国研）
産業技術総合研究所、（一財）首都高速道路技術セン
ター

49 （４）ロボット技術
の研究開発

トンネル全断面点
検・診断システムの
研究開発

中村 聡
（東急建設(株) 技術研
究所 メカトログループ

グループリーダ）

現場適応性や実用性を重視した現場で迅速に点検と変状判定を行
う一次点検、さらに一次点検結果を受けて精密な点検を行う二次
点検を１台で実施可能な点検システムを開発する。各点検システ
ムをフレキシブルガイドフレームで構成される点検用アームに搭
載し、自動車等の通行を妨げる事無く安全に取得する全断面点
検・診断システムとして融合する。

東急建設(株)、東京大学、湘南工科大学、東京理科大
学、(株)小川優機製作所、(株)菊池製作所

50 （４）ロボット技術
の研究開発

橋梁の打音検査なら
びに近接目視を代替
する飛行ロボットシ
ステムの研究開発

大野 和則
（東北大学 未来科学技
術共同研究センター 准

教授）

橋梁・トンネルの打音検査と近接目視を代替し、効率的かつ経済
的に損傷を発見するため、打撃・録音・異常音の検知を自動で行
う外骨格型の小型マルチコプター、日照や汚れの条件に光学的に
ロバストな特殊カメラ、映像と司令の伝送を可能にする通信中継
器を搭載したクモ型マルチコプター、直感的な指示に基づく自動
巡航点検、損傷の位置を自動で特定し点検調書作成を支援する飛
行ロボットシステムの研究開発を行う。

東北大学、(株)リコー、(株)千代田コンサルタント、
（一財）航空宇宙技術振興財団、東急建設(株)

51 （４）ロボット技術
の研究開発

近接目視・打音検査
等を用いた飛行ロ
ボットによる点検シ
ステムの研究開発

和田 秀樹
（新日本非破壊検査

(株) メカトロニクス部
部長）

飛行体により橋梁・トンネルなどの構造物に走行車輪を押し付け
て接触、車輪駆動による移動を行い、近接目視、打音検査およ
び、鋼製部材の超音波検査、塗装の調査などを接触状態で連続的
に実施する点検ロボットシステムの研究開発を行う。

新日本非破壊検査(株)、九州工業大学、福岡県工業技術
センター、名古屋大学、北九州工業専門学校

52 （４）ロボット技術
の研究開発

二輪型マルチコプタ
を用いたジオタグ付
近接画像を取得可能
な橋梁点検支援ロ
ボットシステムの研
究開発

沢崎 直之
（富士通(株) セーフ
ティソリューション事

業本部 本部員）

橋梁の橋脚・橋台または支承部の近接目視を行うため、構造物に
接触するまで近づくことができる小型の二輪型マルチコプタを研
究開発し、近接画像を撮影し、撮影画像に点検個所の位置情報
（ジオタグ）を自動添付してデータベース化し、構造物の現況の
三次元計測モデル上で点検データを管理できる「橋梁点検支援ロ
ボットシステム」の研究開発・実証を行う。

富士通(株)、名古屋工業大学、東京大学、北海道大学、
（株）ドーコン



53 （４）ロボット技術
の研究開発

無人化施工の新展開
～遠隔操作による半
水中作業システムの
実現～

油田 信一
（次世代無人化施工技
術研究組合　理事長）

現代の災害形態においてニーズが高いながらも従来技術では達成
できない遠隔操作による水深2ｍ程度の半水中作業システムの構
築と実証・評価、遠隔操作型重運搬ロボットの開発、作業・走行
支援センシング技術の開発、操作支援システム技術の開発を行
う。

次世代無人化施工技術研究組合（組合員：大成建設
(株)、（国研）土木研究所、（一社）日本建設機械施工
協会、（一財）先端建設技術センター、青木あすなろ建
設(株)、(株)大本組、鹿島建設(株)、(株)熊谷組、(株)
ＩＨＩ、(株)ニコン・トリンブル）、芝浦工業大学

54 （４）ロボット技術
の研究開発

社会インフラの点検
高度化に向けたイン
フラ構造及び点検装
置についての研究開
発

藤野　健一
(（国研）土木研究所
技術推進本部　主席研
究員（先端技術担当）)
＜代理＞梶田　洋規
（同　技術推進本部

上席研究員）

社会インフラ（橋梁・トンネル）の点検の安全で効率的かつ経済
的な実施を目的として、点検作業に適したインフラの構造検討を
行うとともに、作業の自動化をより進めるためのロボット等の装
置をより効果的に導入するため、インフラ構造物の設計面での配
慮事項、例えば、点検用レールなど付属的設備の設置を明確化す
ることにより、インフラ設計と点検装置が融合した全体最適化さ
れた効率的かつ効果的な点検方法及び装置を研究開発する。

（国研）土木研究所、（一社）日本建設機械施工協会、
（一財）橋梁調査会

55 （４）ロボット技術
の研究開発

点検の省力化・精度
向上を目指した機械
化移動体点検法と構
造形態に関する研究
開発

杉浦　邦征
 京都大学大学院　工学

研究科　教授

我が国の長さが２ｍ以上の橋梁総数：約６８万橋に対して、機械
化点検が可能な移動体点検装置を開発し、点検の省力化ならびに
点検結果の合理的判断を実現するとともに、機械化点検に適した
桁橋、トラス橋、アーチ橋などの構造諸元について取りまとめ
る。

京都大学 平成27年度で契約終了。

（４）ロボット技術
の研究開発

現場検証試験 国土交通省

現場検証を通じ、技術基準類改訂に必要な根拠データ（エビデン
ス）を蓄積し、インフラ管理者のニーズを踏まえた、a)開発成果
が活きる利用場面（利用方法）の発掘、b)求められる要求性能を
明示する。

国土交通省

56 （４）ロボット技術
の研究開発

社会インフラ用ロ
ボット情報一元化シ
ステムの構築

国土交通省

社会インフラの維持管理及び災害対応に役立つ各種ロボット技術
について、技術特性や配備状況等の関連情報を一元化し、その情
報をロボットの利用者及び開発者等の各関係者により活用される
仕組み（「インフラ用ロボット情報一元化システム」）を構築・
運用する。これにより、ロボット技術について、維持管理及び災
害時に有効に活用されるとともに、ニーズとシーズのマッチング
を通じた継続的な研究開発に資することを目的とする。

国土交通省

57 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

道路インフラマネジ
メントサイクルの展
開と国内外への実装
を目指した統括的研
究

前川 宏一
（東京大学 工学系研究

科 教授）

コンクリート系橋梁床版の余寿命推定法とコスト削減・高耐久化
を実現する橋梁の設計/管理技術を開発するとともに、広域道路
への実装を展開し、技術基準や点検制度等の改善と進化を実現す
るインフラアセットマネジメントの標準化を図る。さらに地方自
治体に展開するための財源確保、調達、入札、契約、組織などの
仕組みを提案する。あわせてアセットマネジメントを国際展開す
るアジアのネットワークを形成し、具体的に実装を行う。

東京大学、日本大学、(株)土木管理総合試験所、
(株)NIPPO、東日本高速道路(株)、首都高速道路(株)、横
浜国立大学、京都大学、大阪大学、高知工科大学、（国
研）情報通信研究機構、東京工業大学、筑波大学、（公
社）土木学会、北海道大学、九州大学

58 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

コンクリート橋の早
期劣化機構の解明と
材料・構造性能評価
に基づくトータルマ
ネジメントシステム
の開発

鳥居 和之
 金沢大学 理工研究域
環境デザイン学系 教授

北陸地方のコンクリート橋で生じている、塩害やアルカリシリカ
反応（ASR）による深刻な早期劣化の現状を把握するとともに、
財源と専門技術者が不足する厳しい状況の中で、緊急性と重要性
を踏まえつつ、地域の大学関係者と民間技術者ならびに道路管理
者の参画のもと、点検やモニタリング、評価や判定、対策や更新
への個別的な課題の抽出を通して、地方道路橋が事後保全から予
防保全へ転換できるよう、新技術の開発及びマネジメントシステ
ムのを構築を行う。

金沢大学、金沢工業大学、石川工業高等専門学校、長岡
技術科学大学、福井大学、富山県立大学

59 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

港湾構造物のライフ
サイクルマネジメン
トの高度化のための
点検診断および性能
評価に関する技術開
発

加藤 絵万
（(国研)海上・港湾・
航空技術研究所 港湾空
港技術研究所 構造研究
領域　構造研究グルー
プ　グループ長）

港湾構造物の維持管理は、他の社会基盤構造物と比べて劣化の進
行が速いことや点検が困難である等の特徴があるため、安全性確
保のための大規模な対策が必要となる場合がある。本課題では、
港湾における鋼・コンクリート部材の安全性評価手法を高度化す
るとともに、評価に必要となるデータが取得可能な点検装置の開
発、適切な点検箇所・センサ配置等を考慮した点検診断システム
等を開発し、効果的・効率的な維持管理の実現を目指す。

(国研)海上・港湾・航空技術研究所、東京工業大学、東
京理科大学、東亜建設工業(株)、ナカボーテック(株)

60 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

基幹的農業水利施設
の戦略的なアセット
マネジメント技術の
開発

中嶋 勇
（(国研)農業・食品産
業技術総合研究機構 農
村工学研究所 施設工学
研究領域 上席研究員）

施設の老朽化、管理組織・人の高年齢化という状況を受け、複数
種類の施設で構成される農業水利システムのアセットマネジメン
トを円滑に進める技術の開発を行う。具体的には、目視診断で対
応困難な施設に対し、目視診断に換わる技術を開発する。また、
後追い対策が多く予防保全が困難な施設に対し定量的な性能評価
技術を開発するとともに、維持管理の効率化と人材育成に資する
技術を開発する。

(国研)農業・食品産業技術総合研究機構、(株)ウォール
ナット、トライボテックス(株)、(株)クボタ、麗澤大
学、石川県立大学、福島県農業総合センター、岡山大
学、ジャパンライフ株式会社、電気通信大学



61 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

地域協働型インフラ
アセットマネジメン
ト実装に関する研究

高松　泰
（北海道大学公共政策大

学院　特任教授）

北海道におけるインフラアセットマネジメントの地域への実装
は、今後インフラ老朽化が進む中、厳しい自然環境にあり広域分
散型の社会構造、人口減少や少子高齢化、そして食料供給や観光
開発等による地域創生に取り組んでいる道内各地にとって重要な
課題である。本研究開発では積雪寒冷な厳しい自然条件に置かれ
たインフラ老朽化に関する技術面の検討を行うとともに、社会的
な地域特性を把握しつつ、地域の自治体・まちづくりリーダー・
インフラユーザー等との意見交換を図りながら、人材育成や技術
指導等の利用者支援、インフラ維持管理業務に対してのマネジメ
ントシステムの構築、企業誘致への貢献、雇用促進、産業振興
等、地方自治体でインフラ維持管理が恒常的に行われるための中
長期的な仕組みづくりに関する支援制度等の制度設計を行う。ま
た、シンポジウム・講習会を通じて地域実装に関する議論を深め
るとともに最近の技術動向等に関する普及を行う。

北海道大学、北見工業大学、室蘭工業大学

62 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

地域自律型の次世代
型・水インフラマネ
ジメントシステムへ
の転換

牛島　健
(北海道立総合研究機構
建築研究本部北方建築
総合研究所地域研究部

主査)

本研究開発では、「行政による集中管理型」から「地域自律型」
のインフラ維持管理への転換を支えるアセットマネジメント技術
の開発を行う。第一に、国内外での地域主体の水インフラマネジ
メント事例分析に基づき、地域と専門家の二段階による管理体制
をデザインする。第二に、事業として成立させるために、地域の
“なりわい”に組み込まれた事業として位置付けたビジネスモデ
ルを構築する。第三に、「地域自律型」を前提とした技術要件の
再整理を行い、ユーザー管理型のシステムに転換していくための
技術開発を行う。第四に、具体の地域を設定し、既存の施設及び
管理体制から「地域自律型」へと移行するための手順を含めたシ
ステムデザインおよび技術パッケージを地域のステークホルダー
と共に作り上げる。

北海道立総合研究機構、北海道大学

63 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

東北インフラ・マネ
ジメント・プラット
フォームの構築と展
開

久田　真
（東北大学大学院工学研

究科　教授）

本研究開発では、インフラの維持管理、更新、アセットマネジメ
ントに関わる技術の東北地域への実装支援を推進することを目的
とする。この目的を達成するため、まず国土交通省東北地方整備
局、地方自治体、ＮＥＸＣＯ東日本・東北支社などとの連携関係
を基盤として、東北インフラ・マネジメント・プラットフォーム
を構築し、インフラ維持管理技術の社会実装，情報基盤の整備さ
らには人材育成を継続的に推進するための拠点として本プラット
フォームを拡充していく。また、本プラットフォームを拠点とし
て、インフラ維持管理情報を統一的に管理・利用し得る情報基盤
を整備し、インフラの維持管理、更新、アセットマネジメントに
関わる諸技術を社会実装するための支援を行う。さらに、東北地
方を包括的に捉え、管理技術者，企業技術者さらには次世代の担
い手を対象とした、人材育成の枠組みを構築する。

東北大学、八戸工業大学、岩手大学、秋田大学、日本大
学

64 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

使いたくなるＳＩＰ
維持管理技術のＭＥ
ネットワークによる
実装

六郷　恵哲
（岐阜大学工学部　特任

教授）

岐阜大学では、岐阜県等と密接に連携し、平成20年度から維持管
理技術者（社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ））養成講
座を実施し、岐阜県を中心としてこれまでに300名以上のＭＥを
輩出している。本研究開発では、地域の特徴とＭＥの実績を踏ま
え、ＭＥ養成講座の同窓生で構成するＭＥアルムナイ、ＭＥ養成
講座講師陣および県内インハウス技術者で組織したメンテナンス
アドバイザーが、ＳＩＰ「インフラ維持管理・更新・マネジメン
ト技術」で提案されている数多くの技術を精査し、従来技術との
相違と適用範囲を特定するとともに、県内社会実装に向けた絞込
みを行う。推薦されたＳＩＰ維持管理技術は、現場試行等で効果
を検証し、その結果を「使いたくなるＳＩＰ維持管理技術」とし
て講演会やＨＰ等を通じて公表する。「使いたくなるＳＩＰ維持
管理技術」が、実際の発注工事に採用されることで本事業の成果
とする。

岐阜大学



65 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

関西・広島地域のイ
ンフラ維持管理の枠
組みと新技術の実展
開

古田　均
(関西大学総合情報学部

教授)

本研究開発では、協力自治体である4 府県（大阪府、兵庫県、広
島県、奈良県）下の市町村へのインフラ維持管理のさらなる支援
を可能とする取り組みを進める。その中で特に維持管理の基盤と
なるデータベースを開発し、4 府県下の市町村に提供を目指す。
特に本研究開発で重点を置くのは、技術継承と技術者養成であ
る。そのため、実施体制の4 大学以外に土木学会、NPO 関西橋梁
維持管理大学コンソーシアムと連携して、地方自治体職員のため
の講習会を開催し、そのスキルアップを図る。同時に、阪神高速
道路技術センターとも連携して維持管理のためのE－ラーニング
システムの構築を図る。

関西大学、神戸大学、広島大学、広島工業大学

66 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

多層的な診断による
地方自治体のインフ
ラ維持管理システム
の開発

黒田　保
(鳥取大学大学院工学研

究科 教授)

地方の自治体，特に市町村は，質・量の双方の観点で技術力がほ
とんどない中でインフラを管理する事態に直面している．このた
め，インフラの状態を適切に診断することに困難が生じており，
本来は不必要な個所にも建設業の労力，自治体の財政的な資源が
投入され，戦略的な維持管理の妨げとなっている．本研究では，
その診断のための狭義の技術開発を志向せず，その診断の周辺に
質の異なるいくつかの診断の機会，具体的には，センサ情報など
ビッグデータを用いた簡易な診断からそれに基づいて選別した対
象についての高度な解析による診断までを多層的に設け，それら
の情報を有機的に連携させて活用する維持管理システムを開発
し，上記の困難を克服するとともに，その社会実装を分野横断的
かつフィールド実践的に目指す．中長期的には，建設業がこのシ
ステムによる診断サービスをビジネスモデルとして運用すること
も可能であり，その方向を視野に入れて検討する．

鳥取大学

67 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

重大事故リスクに着
目した地方自治体支
援システムの開発

全　邦釘
(愛媛大学大学院理工学

研究科 准教授)

本研究開発では、財源や人材が豊富ではない地方自治体の橋梁維
持管理に着目する。そのような自治体では、橋梁の補修や補強が
老朽化に伴う劣化・損傷に追いついておらず、落橋のような重大
事故が現実的に起こりえる状態となっている。劣化が激しく進行
している橋梁はさほど多くないが、中程度に劣化した橋梁は多
く、補修・補強が劣化に追いつかない現状が続くと危険な橋梁は
増大することが想定されている。こういった橋梁を適切に維持管
理し、効率よく使用するためには、将来の健全度を精度よく予測
し、そしてその情報をもとに補修や補強などの措置の最適な時
期・手法を把握することが重要である。本研究開発では上記課題
に対応したアセットマネジメントシステムを構築し、四国、特に
愛媛県内の自治体に実装することを目指す。

愛媛大学、香川大学、東京大学、埼玉大学

68 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

インフラ維持管理に
向けた革新的先端技
術の社会実装の研究
開発

松田　浩
（長崎大学大学院工学研

究科 教授）

本研究開発では、(1)橋梁、(2)トンネル・道路斜面、(3)道路舗
装及び(4)道路全体のアセットマネジメントについて、九州及び
山口県内の大学の参画のもと、実証試験を中心とする研究開発に
取り組む。また、長崎大学は平成20年から長崎県と連携して道守
養成講座を実施し、これまでに点検・診断ができる道守を養成し
てきた。道守技術者に対して、前記の革新的先端機器を実務に活
用することが出来る“スーパー道守”を養成し、地方自治体管理
の道路インフラ施設の維持管理が恒常的に行われるための、効率
的で高精度の技術を社会実装法に関するマネジメント等の研究を
実施する。

長崎大学



69 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

亜熱帯島嶼に適した
橋梁維持管理技術の
開発と診断ドクター
育成

有住　康則
(琉球大学工学部長/
工学部環境建設工学
科 教授)

亜熱帯島嶼環境下で過酷な塩害地域の沖縄における橋梁に関し
て、沖縄県・沖縄総合事務局と連携して、維持管理の中核となる
「橋梁インフラ診断ドクター育成プログラム」および県内産官学
の技術者育成の「橋梁維持管理技術研修プログラム」を実行し、
持続的な人材育成と恒常的な維持管理体制を目指し、限られた財
源と人材で、安全安心な橋梁を確実に維持管理できるアセットマ
ネジメントシステムの構築を目標とする。点検難易度の高い離島
架橋に対して、SIP技術の点検・診断およびロボット技術を実装
し、点検効率化を目指す。また、鋼橋の腐食弱点部である高力ボ
ルトの診断と防食技術、コンクリートの塩害抑制技術の開発に関
して、SIP開発技術と連携して研究を推進し、過酷な塩害環境下
の橋梁に対する確実な点検、的確な診断、信頼性のある補修技術
の確立を目指す。さらに、沖縄と同様な塩害地域の東南アジア・
大洋州への技術展開も視野に研究開発を行う。

琉球大学

70 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

経営学・理工学・経
済学連携によるイン
フラ長寿命化モデル
の開発

大林　厚臣
(慶應義塾大学大学院経

営管理研究科 教授)

ビジネススクール、理工学部、経済学研究科が連携して、SIP
「インフラ維持管理・更新・マネジメント技術」において研究開
発される技術を、社会実装するためのビジネスモデルを検討し、
実装への助言と提案を行う。インフラ維持の技術は、比較的少額
の投資でインフラの寿命を大きく延ばし、ライフサイクルでの費
用対効果を大幅に改善する。その技術は実装する現場の条件にカ
スタマイズされ、かつ地方自治体などで利用されやすいものであ
る必要がある。しかし一方で、情報通信技術をはじめとした各種
技術との接続性をもつことで、さまざまな条件や用途に実装の可
能性は広がる。本研究開発は、国内外の市場や規制を研究すると
ともに、技術の経済性を分析し、SIP開発技術の社会実装を促進
するビジネスモデルを開発する。実装に向けた提案には、技術の
標準的な要件とカスタマイズさせる要件の区分、組織間の連携、
オープン・クローズ戦略なども含まれる。

慶應義塾大学、京都大学、（株）価値総合研究所

71 （５）アセットマネジメン
ト技術の研究開発

地方自治体等へのア
セットマネジメント
技術導入に関する研
究開発

土居　俊彦
（地域総合整備財団　開

発振興部 部長）

地方自治体において新たな技術を社会実装するためには、地域の
実情に応じた課題はもとより、各研究開発機関と地方自治体双方
の理解不足による乖離を埋める必要がある。本研究開発では、当
プログラムで研究開発しているそれぞれの技術について、地方自
治体が導入する際の課題や財政的メリット、技術的メリットなど
を整理した上で、各研究開発機関と地方自治体との双方の理解不
足を解消し、アセットマネジメント技術の導入や活用に関する目
的・目標の情報共有を図るためのマッチング・連携の調整支援を
行う。また、地方自治体においてアセットマネジメント技術を社
会実装するためには、土木・建設部局のみならず財政、管財等の
関係部局との連携が必要であることから、調整支援にあたっては
全庁的体制の構築を促すとともに導入に向けた課題を整理する。

地域総合整備財団 平成28年度で契約終了。

研究責任者所属機関に下線をつけています。


